
役員報酬および費用に関する規程

(目 的)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人かものはしプロジェクト定款第 19条に基づき、役員及び監事の

報酬等並びに費用に関し必要な事項を定めることを目的とする。

(定義等)

第 2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)役員とは、理事及び監事をいう。

(2)常勤理事とは、団体の日本・海外事務所もしくはそれに相当する活動拠点を主たる勤務場所とする

者をいう。

(3)非常勤理事とは、常勤理事以外の理事をいう。

(4)報酬は、第 3条に定める役員が受ける報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利

益であって、その名称の如何を問わない。また、職務の遂行に伴い発生する交通費、旅費等の経費とは明確

に区分される。

(報酬の範囲)

第 3条 理事長に対し、その職務の対価として月額役員報酬を支給することができる。

2.代表権をもたない理事および監事に対しては、役員報酬を支給しない。

(報酬の支払)

第4条 理事長の役員報酬は、従業員給与水準を考慮し、理事会で報酬額を決定する。

(報酬の支給 日)

第 5条 役員報酬は、毎月 28日 に前月分を支給する。支給 日が休 日に当たるときは、その前の金融機関営

業日に支給する。

(非常勤理事の経費精算)

第 6条 非常勤理事には下記の通り日当および交通費を実費支給する。

(1)出張日当

海外出張 0日 本国内出張規程に基づき支給する。また、総会、理事会等宿泊を伴わない役員業務遂行

の際は、同規程に基づき宿泊を伴わない出張終了日と同額を支給する。

(2)交通費その他の諸経費

実費に基づき支給する。交通費については、主たる勤務場所もしくは自宅から団体が指定する場所ま

でに要した実費とする。

1. この規程の改廃は、理事会の決裁を経なければならない。

2。  この規程は、平成 26年 2月 11日 より施行する。

(附則)

令和元年 10月 4日 改定



賃 金 規 程

第 1章 総 則

第 1条 (適用範囲)

この規程は、NPO法人かものはしプロジェクト就業規程に基づき、職員の賃金および賞与について定

めたものである。

第 2条 (賃 金 の構 成 )

賃金の構成は以下のとお りとする。

基 本 給

基準内賃金

手当 (家族手当、住宅手当、業務手当、通勤手当等)

賃  金

基準外賃金

時間外勤務手当

休 日勤務手当

深夜勤務手当

第 3条 (賃金計算期間および支払日)

1.賃金は、当月 1日 から起算し、当月末日を締め切 りとした期間 (以下、「賃金計算期間」という)

について計算し、翌月 28日 に支払う。ただし、当該支払日が休日の場合はその前日に支払うものと

する。

2.前項の規定にかかわらず、以下の各号の一に該当するときは職員 (第 1号については、その遺族)

の請求により、賃金支払日の前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。

①職員が死亡したとき

②職員が退職し、または解雇されたとき

③職員またはその収入によつて生計を維持している者が結婚する、出産する、疾病する、災害を被

る、または職員の収入によって生計を維持している者が死亡したため臨時に費用を必要とすると

き

④前各号のほか、やむを得ない事情があるとディレクター・カンファレンスで認められたとき

第 4条 (賃金の支払方法)

1.賃金は本人が指定する金融機関の口座への振 り込みにより賃金を支給する。また、以下の各号に掲

げるものについては賃金を支払 うときに控除する。ただし、3)～5)については、被保険者に限る。

1)源泉所得税

2)住民税 (市町村民税および都道府県民税 )

3)雇用保険料

4)健康保険料 (介護保険料を含む)

5)厚生年金保険料

6)団体の貸付金の当月返済分 (本人の申し出による)

第 5条 (遅刻、早退または欠勤の賃金控除)

賃金の支払い形態が月給制の場合、遅刻、早退または欠勤により、所定労働時間の全部または一部を



休業した場合は、以下の計算式によりその体業した時間に応じる賃金は支給しない。ただし、この規程

または就業規則に別段の定めのある場合はこの限りでない。各種手当のうち通勤手当は欠勤の場合の

み計算に参入する。

①賃金計算期間において、欠勤 10日 未満の場合

以下の賃金を給与より控除して支給する。

②賃金計算期間において、欠勤 10日 以上の場合

以下の賃金を日割り支給する。

第 6条 (中途入社または中途退職の賃金計算)

賃金の支払い形態が月給制の場合、賃金計算期間の中途に入社または退職した者に対する当該計算

期間における賃金は、以下の計算式により日割り支給するものとする。

基本給+各種手当
×出勤 日数

lヶ月平均所定労働 日数

第 7条 (休職期間中の賃金)

原則として、就業規則に規定する休職期間中は賃金を支給 しない。ただし、団体が特に必要と認めた

場合は基本給および業務手当を限度 として支給することがある。

第 2章  基準内賃金

第 8条 (基本給)

職員の基本給は月給制または時給制とし、団体と取り交わした労働条件書に基づき支給する。

第 9条 (給与改定)

1.基本給及び諸手当等の給与改定は、毎年予算策定の際に、団体の業績等を査定して決定し、翌年度

分より支給開始する。ただし、団体の業績によつては、その時期を

延期もしくは見送ることがある。

2.以下の各号の一に該当する者については給与改定を保留することがある。

1)算定期間中の欠勤日数 30日 を超える者

2)就業規程により懲戒処分を受けた者

3)著 しく技能が低い者、または勤務成績ならびに素行不良の者

4)勤続 6ヶ月未満の者

3.団体は必要に応じ臨時の給与改定を行なうことがある。

第 11条 (住宅手当)

1.以下の手当を支給する。なお、駐在員については駐在員規程に従 う。但 し、手当の金額は所定勤務

時間に対応 した比例付与で支給を行 う。

。扶養家族を有する者 (も しくはそれに相当する者)  1.5万円

2

lヶ月平均所定労働時間 (lヶ 月平均所定労働 日)

基本給十各種手当
×欠勤時間数 (欠勤 日数)

lヶ 月平均所定労働時間 (lヶ 月平均所定労働 日)

基本給+各種手当
×出勤時間数 (出勤 日数)



。上記以外の者 1万円

第 11条 (業務手当)

1.業務手当は、団体 と取 り交わした労働条件書に基づき支給する。本手当は定額割増手当 (時間外手

当等)と して支給する。また、兼任や特命業務を担 うなどの場合、[理事会]の承認を得た上で業務

手当を加減することとする。

2.時給制のものは支給なしとする。

3.職員のうち、役割に応 じて別途役職手当を支給する。

第 12条 (家族手当)

1.以下の条件に該当する場合、扶養手当を支給する。本条の被扶養者 とは、法律上の配偶者、異性で

あるか同性であるかを問わず事実上婚姻関係 と同様の事情にある者、所得税法に定める扶養親族

及び事実上養子縁組関係 と同様の事情にある者のうち,本条 2項に記載するものをい う。ただし、

18歳未満の子どもは所得税法の基準とする。また、手当の金額は所定勤務時間に対応 した比例付

与で支給を行 う。

・ 扶養者と被扶養者が生計を一にし、扶養者の収入で生計を維持 していること

2.支給額は以下に応 じて支払 う

。 配偶者又は事実上婚姻関係 と同様の事情にある者がいる場合 1万円

。 子又は事実上養子縁組関係 と同様の事情にある者 (18歳になる年度の 3月 31日 まで)がいる

場合 1人につき 5千円

第 13条 (通 勤 手 当)

1.通勤手当として運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤

の経路及び方法による運賃等の額を支給する。ただし、非課税枠を限度とする。

①公共交通機関を利用する者     実費相当額

②自転車を利用する場合月額 4,100円 を上限に支給する

*自 宅から最寄駅まで徒歩 20分程度(又は距離 2km)以上の場合のみ、通勤手当を支給する。

第 3章  基 準 外 賃 金

第 14条 (定額割増賃金 )

1.定額の割増手当は、第 2条に定める割増賃金であり、時間外労働・休 日労働および深夜労働の有無

および時間数にかかわらず、業務実体上予測可能な範囲内で業務手当に含む時間数および金額を労

働条件通知書により明示 し、業務手当として支払 うものとする。但 し、この手当は賃金の支給形態が

月給制の場合のみに適用する。

2.実際の時間外労働時間数、休 日労働時間数および深夜労働時間数に基づいて賃金規程第 2条の規

定により算出した割増賃金の額が業務手当を超過するときは、その超過額を割増賃金 として、業務

手当とは別に支給する。 3.時間外、休 日、深夜業務手当の計算は次のように行 う。

時間外勤務手当
算 定 基 準 賃 金

×1.25× 時間外労働時間数
月平均所定労働時間



休 日勤務手当
算 定 基 準 賃 金

月平均所定労働時間
×1.35×休 日労働 時 間数

深夜勤務手当
算 定 基 準 賃 金

×1.25× 深 夜 労働 時 間数
月平均所定労働時間

※1 算定基準賃金とは基準内賃金から家族手当と通勤手当を除いたものをいう。

3.前項の規定により算出した割増賃金の額が業務手当を超過しないときは、業務手当を支給し、そ

れ以外の割増賃金は支給しない。

第4章  賞 与

第 15条 (賞    与)

1.賞与は年に 1-2度 、団体の目標達成率、経営状況、次年度の資金需要、職員各人の勤務成績を査定

して、ディレクター・カンファレンスで決定し支給する。ただし、業績によっては、賞与の額を縮小

または見送ることがある。

2,夏季賞与は6月 の給与支払日、冬季賞与は12月 の給与支払日と同日に支給する。

3.受給対象は日本事務所の無期雇用職員とする。但し、受給条件を満たさない職員は対象外とする。

この規程は、平成 20年 5月 1日 から施行する。

平成 26年 2月 11日 改定

平成 27年 5月 22日 改定

平成 28年 5月 26日 改定

平成 29年 3月 31日 改定

令和元年 10月 4日 改定

ロ
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書式第 17号 (法第 55条関係 )

特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営オI偏慟法人かものはしプロジェクト 事 業 年 度 ″年 4月 1日～田年 3月 31日

1 資金:に関す
・
る:事項 に収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事劇

※ 丸黎ヨよ 特定非営

"|1偏

働促進法第 峰 第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定り晰 ll活動足進法施行規

貝|り「 32条第1項各号に対応しています。以下同じです。

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

な し

収 益 源 泉 の 内 訳

受取会費

受取寄附金

受取助成金

普及啓発事業収益

受取利息

雑収益

金   額

310,637,000円

68,006,023円

38,650,394円

317,560円

6,505円

1,230,096円

円

円

円

円

円

円

円

△
日

ニユ
ロl 418,847,578円

借 入 先 金   額

株式会社日本政策酔 庫 20,000,000円

円

円

円

円

△
口 計 円

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 に資1産の譲渡等に係る事業の料金、剣牛その他その内容に関する事更

(1)資産の譲渡に係る料金及晨郷牛等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(2)資産の貸付けに係る料金及幌卿牛等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(3)役務の提供に係る1料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3取 引の内容に関する事項 に次に掲げる取引先、取引金額そ(弛その内容に関する事頁 イ 収益の生ずる取引及て蹟 用の生

ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第一サ1日立から第五順1立まで

の取引 口 役員等との取引]

譲渡資産の内容等
法人との

関  係
取引先の氏名等 住所又画所在地

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

5,960,0∞ 円

コロナによリー層深刻な状況を

強いられた子ども。家族に対し

て支援を届けるための助成金

5, 000,000 El 割 寸

2,00,000円 割 寸

1,750,000円 寄付

1,500,000円 割 寸

氏名又は名称 住所又1詢所在地 取引金額 取 引 内 容 等

31,"4,805円 YouTube広告料

28,360,750円 Web広告料

20,559,“4円 支払助成金

16,侶4,慇 3円 業務委託料

16,7∞,1慇 円 業務委託料



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏

名等

法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額

譲渡資産の

内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役腐劾 郡昨

月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

令和 2年 7

月 31日
慶Q818円 年次報告書印刷

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4寄 附者に関する事項 [④椰 者 役員、役員の親族等で、当該法人に対する割付金の額の事業年度中の合計額が加万円以上

であるものに限る。)の氏名並びにその割附金の額及び受領年月日]

5給 与の総額等に関する事項

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

16

“

,304,214円

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

10,0∞ 円 令和 2年 4月 30日

10,000円 令和2年 5月 29日

10,000円

10,000円

10,000円

令和 2年 6月 30日

令和 2年 7月 31日

令和 2年 8月 30日

150,000円

10,000円

10,000円

10,000円

10,000円

令和 2年 9月 10日

令和 2年 9月 30日

令和 2年 10月 ∞ 日

令和 2年 11月 30日

令和 2年 12月 ∞ 日

10,000円

10,000円

令和 3年 1月 29日

令和 3年 2月 26日

10,000円 令和 3年 3月 31日



6 支出した寄附金に関する事項

[⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

寄附の目的等 支出した寄附金額支出年月日 支出先の名称 所 在 地

682,5(Ю 円

1,140,480円

∞3,977円

1,518,014円

1,635,631円

5%,065円

741,318円

352,521円

50,600円

1,000,∞0円

4D,6∞ 円

1,425,∞0円

611,9∞ 円

942,5∞ 円

.f 7 I{ Survivors

Leadership

Programne

4 Y l: Survivors

Leadership

Programne

-l Y F Survivors

Leadership

Programne

4 > F Survivors

Leadership

Programne

インドTafteesh事

業

4 > F Survivors

Leadership

Programne

4 > F Sr:rvivors

Leadership

Programne

,f 7 F Survivors

Leadership

Progranne

インド新規事業

(デジタルマーケ

ティング)

インド新型コロナ

緊急支援

インド新規事業

(デジタルマーケ

ティング)

インド新型コロナ

緊急支援

インド新型コロナ

緊急支援

インド新型コロナ

緊急支援

2020/4/30

2020/4/30

2020/5/1

2020/5/18

2020/4/17

2020/5/18

2020/5/18

2020/5/19

2020/5/22

2020/6/5

2020/6/11

2020/7/6

2020/7/9

2020/7/9



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した割附1金額

2020/7/13 インドTafteesh事

業

2,756,565円

2020/7/30 インドTafteesh

事業

979,553円

2020/8/3 インドTa■eesh

事業

1,047,715円

2020/9/1
インドLeadership

Next事業
2,139,766円

2020/9/1
インドTafteesh

事業
2,27,7∞ 円

2020/9/3
インドLeadership

陥xt事業
2,154,215円

2020/9/3
インド新型コロナ

緊急支援
177,008円

2020/9/4
インドLeadership

陥xt事業
1,416,436円

2020/9/7
インド新型コロナ

481,000円

2020/9/9
インドLeadership

Next事業
4,043,441円

インドTafteesh

事業
1,235,“2円

4 Y l: Survivors
Leadership 42,933円

4 Y F' Survivors
Leadership

Programne

233,253円

.l Y F Survivors
Leadership

Programne

12,931円

インドTafteesh

事業
1,391,237円

インドILFAT事業 269,278円

インドILFAT事業 269,278円

2020/9/18

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/24

2020/10/22

2020/10/22

2020/10/22 インドILFAT事業 嚢)2,814円



支出年月日 所 在 地支出先の名称

インド新型コロナ

緊急支援

寄附の目的等 支出した寄附金額

990,990円

インド新型コロナ

緊急支援

インド新規事業

(リ ーダーシップ

事約

インド新型コロナ

緊急支援

インド新型コロナ

緊急支援

114,400円

137,2∞ 円

944,641円

3,552,778円

2,541,888円

2,110円

1,024,842円

4,434,833円

1,034,315円

1,250,432円

インドTa■eesh

事業

インドLeadership

隆xt事業

インドLeadership

陥xt事業

インドTafteesh

事業

インドLeadership

Next事業

インドLeadership

陥xt事業

インドTafteesh

事業

インド新規1事業

(リ ーダーシップ

事鞠

インド新型コロナ

緊急支援

2020/11/16

2020/11/19

2020/11/19

2020/11/24

2020/12/15

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/21

2020/12/21

2020/12/22

2021/1/28

2021/1/28

2,716,178円

327,227円

日本 新型コロナ緊

急支援

45,073円

1,∝Q000円2021/2/3

インドLeadership

Next事業
2021/3/25 1,‖鳴 972円



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

インドLeadership

Next事業

2,518,365円

インドLeadership

陥xt事業

1,487,914円

インドLeadership

Next事業
125,191円

日本 コレクティブ

インパクト事業
5,000,C80円

64,165,390円

2021/3/25

2021/3/25

2021/3/25

2021/3/31

合   計



7 キ毎タト′ヽの追塾鐘争卜に関り
~る

事項 [⑦:掛への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並dこその実施

日]

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業>

2020/4/17

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

2020/4/17 業務委託費 (事業)

2020/4/20 業務委託費 (事業)

実 施  日 使 途 金   額

71,500

97,526

101,663

133,526

112,036

71,753

207,636

42,9CЮ

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4/2

2020/4β

75,750

72,000

1,271,004

1,755,208

670,709

75,190

1,635,631

682,560

1,140,侶0

603,977

131,692

93,732

80,300

2020/4/27
業務委託費 (事業)
Ltd.

2020/4/27 業務委託費 (事業)

2020/4/28

2020/4/30

2020/4/30

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

2020/5/1
支払助成金 (事業)

2020/5/1 業務委託費 (事業)

2020/5/1 業務委託費 (事業)

2020/5/1

2020/5/1

2020/5/7

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業) 99,572

業務委託費 (事業) 71,500

2020/5/7 業務委託費 (事業) 110,110

2020/5/7 業務委託費 (事業) 207,636

2020/5/7 業務委託費 (事業 ) 158,953



実 施  日 途使 金   額

1,518,014

586,065

741,318

352,521

540,600

72,500

93,090

79,750

132,594

124,509

162,842

110,544

1,120,631

1,000,000

14,800

489,600

277,421

305,833

130,790

98,165

79,750

324,053

14,400

337,896

1,819,652

75,771

10,290

2020/5/18

2020/5/18

2020/5/18

2020/5/19

2020/5/22

2020/6/11

2020/6/12

2020/6/18

2020/6/4

2020/6/4

2020/6/4

2020/6/4

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/2

2020/7/6

2020/7/6

2020/6/1

2020/6/1

2020/6/1

2020/6/5

2020/6/5

2020/6/8

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (到Э

業務委託費 (事業

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)



実 施  日 使 途 金   額

2020/7/6
支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

1,425,900

690,627
2020/7/9

2020/7/9
3,213,076

2020/7/9 支払助成金 (事業)
611,900

2020/7/9 支払助成金 (事業) 942,IЮ

2020/7/10

2020/7/13

2020/7/28

2020/730

2020/7/30

2020/7/30

2020/7/30

2020/7/30

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 停業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

549,663

2,756,565

53,659

139,425

91,806

85,514

121,121

35,750

97,526

371,709

979,553

1,()47,715

129,2"

1∞,009

17,400

43,ⅨЮ

2,504,281

ⅨЮ,5〔Ю

355,367

2,139,7(邁

2,427,790

2020/7/30

2020/7/30

2020/7/30

2020/8/3

2020/8/3

2020/8/6

2020/8/13

2020/8/31

2020/8/31

2020/8/31

2020/9/1

2020/9/1

2020/9/1

2020/9/3

2020/9/3

133,496

125,356



実 施  日 使 途 金   額

2020/9/3

2020/9/3

2020/9/3

2020/9/3

2020/9/3

2020/9/3

2020/9/4

2020/9/4

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業):

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業):

支払助成金 (事業)

1∞,936

74,000

81,400

2,154215

177,008

238,567

81,791

1,416,436

481,000

4,043,441

162,891

1,235,682

42,933

233,253

12,931

1,391,237

21,〔X〕D

433,840

5,721,933

369,220

132,594

12,駅B

2020/9/7
支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

2020/9/9

2020/9/14

2020/9/18

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/24

2020/9/25

2020/10/1

2020/10/2

2020/10/5

2020/10/5

2020/10/5

2020/10/5

2020/10/5

2020/10/8

2020/10/22

2020/10/22

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

業務委託費 (事業)

支払助成金 (事業)

支払助成金 (事業)

100,254

81,422

∞ ,8Ю

258,630

269,278

269,278



実 施  日 使 途 金   額

2020/10/22

2020/10/22

支払助成金 (事業)

業務委託費 (事業):

業務委託費 (事業)

462,814

63,963

2020/10/29
271,355

2020/10/30 業務委託費 (事業)
3,164,897

2020/11/4 業務委託費 (事業)
電 ,6Ю

2020/11/4 業務委託費 (事業)
12B,986

2020/11/4 業務委託費 (事業)
121,122

2020/11/4 業務委託費 (事業)
97,527

2020/11/4 業務委託費 (事業)
78,650

2020/11/5 業務委託費 (事業)
251,340

2020/11/5 業務1委託費  (事業)
47,051

2020/11/9 業務委託費 (事業)
346,9`Ю

2020/11/13 業務委託費 (事業凛
228,4Ю

2020/11/16 支払助成金 (事業)
990,990

2020/11/19
支払助成金 (事業) 1144∞

2020/11/19
支払助成金 (事業) 137,280

2020/11/24 支払助成金 (事業)
944,641

2020/11/26 業務委託費 (事業)
115,200

2020/11/27 業務委託費 (事業)
67,258

2020/11/30 業務委託費 (事業)
394680

2020/12/2
業務委託費 (事業) 1,176,539

2020/12/3 業務委託費 (事業)
175,673

2020/12/3 業務委託費 (事業)
82,262

2020/12/3 業務委託費 (事業)
62,1器

2020/12/3 業務委託費 (事業)
Ю ,1"

2020/12/3 業務委託費 (事業)
Ю ,1"

2020/12/3 業務委託費 (事業)
77,246

2020/12/3 業務委託費 (事業
145,664



実 施  日 使 途 金   額

2020/12/4 舅篭彩移ヨ肇言毛費  (事業)
86,3Ю

2020/12/15
支払助成金 (事業): 2,110

2020/12/17

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/18

2020/12/21

2020/12/21

業務委託費 (事業)
155,048

支払助成金 (事業)
3,552,778

支払助成金 (事業)
2,541,888

メて|11ブ、母む厄,i“≧
.(焉

目ヽ当室)
1,024,842

支払助成金 (事業) 4434,833

業務委託費 (管理)
憂4704

支払助成金 (事業)
1,034,315

支払助成金 (事業): 1,250,432

支払助成金 (事業)
2,716,178

業務委託費 (事業)
57,200

業務委託費 (事業)
1個,027

業務委託費 (事業)
175,979

業務委託費 (事業)
馴6,904

業務委託費 (事業)
1,991,657

業務委託費 停業)
732,408

男篭彩薔喜事詩脅費  (事業) ",7Ю

業務委託費 (事業) 832,874

支払助成金 (事業) 327,227

支払助成金 (事業) 45,073

業務委託費 (事業)
64,495

業務委託費 (事業)
∞ ,8Ю

業務委託費 (事業)
179,402

業務委託費 (事業
54Э ,9Ю0

2020/12/22

2020/12/24

2020/12/25

2021/1/7

2021/1/7

2021/1/7

2021/1/8

2021/1/12

2021/1/25

2021/1/28

2021/1/28

2021/1/29

2021/2/4

2021/2/4

2021/2/4

2021/2/19

2021/2/26

業務委託費 (事業)
389,722

業務委託費 (事業) 813,287



実 施  日 使 途 金
雷
員

数
π

2021/3/1 業務委託費  (事業):
81,400

2021/3/8 業務委託費 (事業)
灰浴,7〔Ю

2021/3/8 業務委託費 (事業):
184,476

2021/3/25 業務委託費 (事業)
697,839

2021/3/25 支払助成金 (事業)
1,104,972

2021/3/25 支払助成金 (事業)
2,518,365

2021/3/25 支払助成金 (事業)
1,487,914

2021/3/25
支払助成金 (事業) 125,191

2021/3/26
業務委託費 (事業) 493,640

2021/3/26
業務委託費 (事業) 335,913

2021/3/26
業務委託費 (事業) 2,207

2021/3/26
業務委託費 (事業) 831,760

2021/3/29 業務委託費 (事業)
184,338

業務委託費 (事業)
6,224,811

2021/3/29



3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

{1}役員及びその親族等

{2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途力期 らかでないものがある等の不適正な網助 桁われていないこと

法人名 特定非営利活動法人かものはじプロジェクト チェック欄

ノ

項  目

区 分

③

令和2年 4月 1日～令和 3年 3

月 31日

⑮ 年 月 日～ 年 月 日

◎ 年 月 日～ 年 月 日

① 年 月 日～ 年 月 日

◎ 年 月 日～ 年 月 日

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

8人 0人

人

0% 2人 25%

人 % 人 %

人 人

人

% 人 %

人 % 人 %

%

%

人 人 % 人

人 % 人
申 請 時

人

イ

(注 1)

(注 2)

各欄D人数等|よ 第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③及びЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33. 333・ ・・96-→  33. 3%

ロ

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

申 請 時

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

(潤嵌ヨヨ

"D・ 認定基準等チェック表 (第 3:飼)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

Ω_菫聾」壺コШ塁室⊇
=塑

LL堕堕璽璽塁堕菫里雖堕■I里堕塑塑墾麹L」塾」墜二K菫菫LLL

項
日
【 ④ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

回]

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている

[□

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有・無 有 。無 有 。無 有 。無 有・無

第3表 (りCD

鮭憲中D
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬観濯等提出:癬E)に配載した事項について、改

めて記職する必要はありません。

ェック (第 3表)記載要領

○ 二において、「費途が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

注 意 事 項項    目 記 載 要 領

区分欄の「④」から 口◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表 1「役員の状況Jを記載して、「①」、日②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝0第○条に正会員の表決権 (又は議決

柏)は平等に一票を与えると規定」のように記載します。

口の各欄

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「
!ましⅥ

l■三

`⊇

』_」L:!生」盪全」ヨ」」墨E菫塾日董1護Lと添

付してく_ださυユL
② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した場合には、』塾墜型羞.2」蝠菫聾

幽2地虹̈董賀彙必壁L堅塗塾L

じて行っている」C)「はし」 に「o」

該当する一方を「0」 で囲みます。

なお、「③」からい◎」については、上記イに記載する各

期間 (「③」から「◎」)を示したものです。

)\0)4ffi

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③りから「◎」については、上記イに記載する各

期間 (「②」から「◎」)を示したものです|。

記載要領の補足



法人名
特定非営利活動法人かものは じ

プロジェク ト
④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 8人 人 人 人 人 0人

(1}最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数
0人 人 人 人 人 0人

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数

2人 人 人 人 人 0人

書式第 8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事

項について、添付を省略することができます。

役 員 の 内 訳

氏
　

名

就 任 等 の 状 況

住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時

齋 藤

早耶香

理事 平 成 16

年 9月 22

日就任

○

本  木 理事 平 成 16

年 9月 22

日就任

恵介 ○

青 木 理事 平 成 16

年 9月 22

日就任

健太 ○

樋  ロ 監事 平 成 25

年 6月 23

日就任

哲朗 ○

伊  藤 理事 平 成 25

年 6月 23

日就任

健 ○

山 本 監事 平 成 28

年 6月 25

日就任

龍太朗 ○

園 田 理事 令和 2年

6月 30日

就任

真貴子 ○

横  山

十祉子

理事 令和 2年

6月 30日

就任

○



独 立 監 査 人 の 監 査 担_告…豊

特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

生童理室__杢杢二重ヨニ塁

2021年 6月 10日

菫1乙]β証0  
公認会計士

監査意見

当監査法人は、特定非営利活動法人かものはしプロジェクトの 2020年度 (2020年 4月 1日 か

ら2021年 3月 31日 まで)の財務諸表等、すなわち、活動計算書、貸借対照表並びに財産目録に

ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表等が、すべての重要な点において、財務諸表の注記に記載され

た会計の基準に準拠して作成されているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠 して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表等の監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、特定非営利活

動法人かものはしプロジェク トから独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎 となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

強調事項一財務諸表等作成の基礎

財務諸表の注記に記載されているとおり、財務諸表等は、所轄庁へ提出するために、「NPO
法人会計基準」の規定に従い作成されており、したがって、それ以外の目的には適合しないこと

がある。当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

財務諸表等に対す る理事者及び監事の責任

理事者の責任は、財務諸表の注記に記載された会計の基準に準拠 して財務諸表等を作成 し、ま

た、財務諸表等の作成に当た り適用される会計の基準が状況に照らして受入可能なものである

かどうかについて判断することにある。理事者の責任には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない財務諸表等を作成 し適正に表示するために理事者が必要 と判断 した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、継続企業の前提に基づき財務諸表等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価 し、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監事の責任は、特定非営利活動法人かものはしプロジェク トの財務報告プロセスの整備及び

当該監査報告書は複製であり、原本は法人本部に保管しております。



運用における理事者の業務執行の状況を監視することにある。

財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施 した監査に基づいて、全体としての財務諸表等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立

の立場から財務諸表等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発

生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与えると

合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持 して以下を実施する。

不正又は誤謬による重要な虚偽表示 リスクを識別 し、評価する。また、重要な虚偽表示 リ

スクに対応 した監査手続を立案 し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎 となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

. 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際 して、状況に応 じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

理事者が採用 した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によつて行われた

会計上の見積 りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

理事者が継続法人を前提 として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手 した監査証拠に基づき、継続法人の前提に重要な疑義を生 じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続法人の前提に関する注

記がなされている場合は、監査報告書において財務諸表等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項が適切でない場合は、財務諸表等に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書 日ま

でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、特定非営利活動法人か

ものはしプロジェク トは継続法人として存続できなくなる可能性がある。

財務諸表等の表示及び注記事項が、財務諸表の注記に記載 されているとお り、「NPO法
人会計基準」の規定に準拠 しているかどうかを評価する。

監査人は、監事に対 して、計画 した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別 した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行 う。

利害関係

特定非営利活動法人かものはしプロジェク トと当監査法人又は業務執行社員 との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

当該監査報告書は複製であり、原本は法人本部に保管しております。



法 人 名 特定非営禾:l活動法人かものはじプロジェクト

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金出納帳
E】

“

31HLttE芽日

ルーズリーフ
随時 7年

総勘定元帳
会計ソフト (ソ リマチ会計王)使用

ノレーズリーフ
随時 7年

仕訳日記帳
会計ソフト (ソ リマチ会計王)使用

ルーズリーフ
随時 7年

固定資産台帳
EXCEL巻起用

ルーズリーフ
随時 7年

棚卸資産台帳
EXCELも起用

ルーズリーフ
随時 7年

給与台帳
給与計算ソフト (∝L給与)使用

ルーズリーフ
毎月 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載目D
。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば 口晩金出納幅工「総勘定元帳」、「経費帳」などのように配載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、町レーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

・ 「記根の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬朗曜等提出:出罵)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人かものはしプロジェクト 句 畑

4事 業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと
ノ

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

イ

．

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申i請時

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動
有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動
有 □ 有 。無 有・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無

特贅に老野彫

"財

帝者若しくは1公職に

ある者又は政党を才鱗 し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有 有 。無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

ロ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申i請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別α澤1蛹書の供与の有無

有。□ 有。無 有・無 有・無 有。無 有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別σ牙l塔1の供与の有無

有。□ 有 。無 有。無 有・無 有・無 有 。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別α月溢 の供与の有無
有。国 有。無 有。無 有・無 有・無 有 。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有。国 有・無 有 。無 有。無 有。無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) 靱 動

O意1申D
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)0'戯び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第闘条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項につい

て、添付を省,略することができます。



法人名 特定非営利活動法人かものはしプロジェクト チリ列欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

ノ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合に|よ 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※回覧に関する1眼|:l個 嚇́隕:D等がある場創こ|よ そC中瞑II(襴メ嚇脚D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10′月以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:劃D
② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 割附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事瞬争円虻(D役員漸日1,【は聯tF訴含:与のメ辞合に関するガ閣塁

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその割附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞ 万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② l海外への送金又は金銭の持出し (その金額が2∞ 万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

∝菫中D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要が

あります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

∝意1申D
・ 法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第5条第 1項に基づく書類 (役員喘日樹縣國目提出書罵)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません.

6 1実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

わ 湘

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チリク欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

③ 認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及

び添付する1必要があります.

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チリク1層

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

囲
ヒ】



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人かものはじプロジェクト

る法人

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り

合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

日 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 ∝颯Ml)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等 α申隠2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

5 日から3 しない法人

6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1 役員のうち、次のセ

認定特定ブ籠禾I偏慟法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定ブ贈

"い
仮`認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し
有

の日から5年を経過しなし

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5
「 コ

L」】有
年を経過しなし

特定井華杯ll活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に販 したことにより、若しくは刑

法第
"4条

等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

イ

ロ

ハ

有

つ
“ り消されその取消しの日から しなセ は い ・ い し

Ｒ

） 定款又は事業計画1書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過
は い ・ ′ヽいえ

しない法人

添付
「
コ一」

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上塾二□墜型コ國塑塑彗饉塑二重堕建量塑室壺塵誕塑書

_I二

`2生

』三ュ堕【型[菫ョ墨」目」饉塑自型星墜≡菫塑[ェ』立区EttL星豊≧堂菫」睦:≧塁!ユ菫]固]堕l聖

`述

望]國蔓」堕聾]聾[堤肇L至奎:コニ重三二___

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

しヽはい 。″Э 国税に係|る 1重加算税又は地方税にイ系る重加算‐金を課された日から3年を経過しない法人

6 ずヽれ力ヽこ扁亥当する法人

イ |まい ・

ロ は い ・


